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### ### ###

☑ １  直営 □ ２　一部委託 □ ３　全部委託 □ ４　補助金 □ ５　負担金

☑ １  自治事務（任意的事業） □ □

44 年度 ～ 年度

３０年度実績 100 ％

元年度実績 100 ％

２年度計画 - ％

２年度実績 100 ％

３年度計画 - ％

一般職員:人日数

技能職員:人日数

臨時職員:人日数

令和２年度　事務事業評価シート （市民サービス系）

１　事 務 事 業 の 内 容 （ＰＬＡＮ）

事務事業名称 給食センター整備事業 担当部署 学校給食センター

総合計画上の位置付け
112

対象 学校給食センター

手段（方法） 施設・整備について整備計画を作成し、年次的に更新を行う

手法（該当番号を記入） 1

意図（ねらい） 計画的な施設等の整備を行うことにより、給食業務の安定を図る

実施の必要性
（該当番号を記入）

1 ２  自治事務（義務的事業） ３  法定受託事務

根拠法令・条例等 学校給食法、赤穂市立学校給食センター設置条例

その他実施の根拠

始期・終期

到達目標
（根拠数式・数値又は文章）

単年度目標
（達成状況）

計画的な施設・設備の更新により給食実施計画どおりの日数稼働を行った 達成状況

計画的な施設・設備の更新により給食実施計画どおりの日数稼働を行った 達成状況

計画的な施設・設備の更新により給食実施計画どおりの日数稼働を行う 達成状況

新型コロナウイルス感染症による学校休業等に適切に対応し、学校園の希望に添った給食を実施した 達成状況

計画的な施設・設備の更新により給食実施計画どおりの日数稼働を行う 達成状況

２　事 務 事 業 の 実 施 状 況 （ＤＯ）

１式 １式

細事業又は実施内容  目標値（年度） ３ ０ 年 度 実 績 元 年 度 実 績 ２ 年 度 計 画 ２ 年 度 実 績

１式 １式 １式 １式

３ 年 度 計 画

給食器具等整備（消耗品） １式 １式 １式

１式

施設修繕 １式 １式 １式 １式 １式

大型備品

１式 １式

車両整備 １台 - - - -

施設整備 １式 １式 １式

直接事業費　 単位：円 ３０年度決算 元年度決算 ２年度予算 ２年度決算 ３年度予算

給食器具等整備（消耗品） 4,551,638 5,490,378 4,811,000 4,810,131 5,500,000

大型備品 5,229,057 5,861,600 2,045,000 1,887,578 2,900,000

施設修繕 4,634,655 4,438,786 5,455,920 4,676,310 9,500,000

車両整備 6,116,220

施設整備 3,542,400 8,856,000 10,044,000 9,969,300 4,400,000

財源内訳

国県支出金

その他

地方債 6,000,000

一般財源 18,073,970 24,646,764 22,355,920 21,343,319 22,300,000

直 接 事 業 費 総 額 24,073,970 24,646,764 22,355,920 21,343,319 22,300,000

人件費：人日数　

75 75 75 75 75

人 件 費 総 額 1,425,000 1,425,000 1,402,500 1,402,500 1,402,500

総 事 業 費 計 25,498,970 26,071,764 23,758,420 22,745,819 23,702,500

主な増減理由

元年度決算と２年度決算の比較 給食センター給水管改修・蒸気式食器消毒保管庫更新

２年度予算と３年度予算の比較 高圧ケーブル、PAS取替・電解水衛生環境システム導入

投 資 臨 時 経 常



下の該当番号を記入

☑

□

下の該当番号を記入

☑

□

下の該当番号を記入

☑

□

下の該当番号を記入　※複数可 1

☑

□

□

1 2

☑

☑

□

□

□

100 ％

1
☑

□

□

□

４　事務事業の見直し提案  一次（担当者）評価 （ＣＨＥＣＫ・ＡＣＴＩＯＮ）

５　二 次 評 価　　課 長 の 評 価 （ＣＨＥＣＫ・ＡＣＴＩＯＮ）

☑

□

□

□

３　事 務 事 業 に 関 す る 自 己 診 断 (ＣＨＥＣＫ)

事務事業遂行上の課題 施設・機器の老朽化に伴い計画的な整備が必要である

市民のニーズ ・ 満足度 学校給食提供に不可欠な施設であるため満足度は高い

連携事業

関連事業

対象の妥当性

1 理由等所見欄

１　受益者は妥当である

２  受益者の範囲に検討余地あり

市の関与の妥当性

1 理由等所見欄

１　市が直接実施するように法律、法令等で義務づけられている

２　法律、法令等では義務づけられていない ⇒⇒ 下の該当番号を記入

□  １  公共性が高く、行政以外ではサービスの提供が困難な事業

□  ２　市民、他の自治体等でも条件整備によってサービスの提供が可能であるが、市が実施している事業

□  ３  公共性が高いが、行政以外の団体等でサービス提供している事業

□  ４  個人、家庭、地域、他の公共団体等で実施すべき事業、あるいはサービス提供が可能な事業

□  ５　現在、市が実施しているが関与の必要性が低い事業、あるいは民間等でサービス提供している事業

手段の妥当性

1 理由等所見欄

１　法的に行政職員が行うべき事業、又は行政の専門知識・技術が必要な事業

２　他に有効な手段を考えうる事業 ⇒ ⇒⇒⇒⇒ 下の該当番号を記入

□  １　定型的、一般的、一時的な作業について、再任用、臨時職員等で対応しうる可能性がある

□  ２　個人、家庭、地域、他の公共団体等で対応しうる可能性がある

□  ３　民間委託等で対応しうる可能性がある

事業費の効率性

理由等所見欄

 １　業務の見直し等により、経済性、効率性を考慮して総コストを削減できる余地がないほどのコスト水準になっている

 ２　外部委託や経済的な手段の選択等、できる限りコスト削減の工夫をしている

 ３　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

執行体制の効率性

下の該当番号を記入　※複数可

理由等所見欄

 １　事業に関する事業改善、作業効率の向上に努めている

 ２　事業の進行管理について、確認やチェックを定期的に行っている

 ３　現在の定数を減らした場合、大きな影響がある

 ４　再任用、臨時職員で補完できる

 ５　専門的な知識や技能を要する事業について、適切な研修を受ける時間が確保できている

有効性

目標達成度 理由等所見欄

上位施策（総合計画の施策の展開）への貢献度：下の該当番号を記入

１　当該事業の成果が上位施策へ明確に貢献している

２　上位施策の目的達成のために他の事業では代替できない単独の目標を持っている

３　現在は上位施策への貢献度は大きくないが、中長期では貢献度が増加する見込みである

４　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　 　　　　　　　　　　　　）

事務事業実施による
成果と課題

食品製造を行う施設であること、かつ、給食実施計画日数どおりの稼働を行うためにも計画的な整備が必要である

次年度予算への
見直し方針

新しい学校給食センターが整備されるまでの間、老朽化する調理機器及び施設の整備を計画的に行う

４　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

関連部課等との協議状況

関連部課

今後の方向性

右の該当を選択 2

新しい学校給食センターが整備されるまでの間、調理機器及び施設の整備を計画的に行い、適切な維持管理を図る

安全安心な給食を提供するにあたり、新しい学校給食センターが整備されるまでの間、老朽化する施
設設備・調理機器等の計画的な改修・改善を行う

上位施策（総合計画の
施策の展開）への貢献度

下の該当番号を記入 1
１　当該事業の成果が上位施策へ明確に貢献している

２　上位施策の目的達成のために他の事業では代替できない単独の目標を持っている

３　現在は上位施策への貢献度は大きくないが、中長期では貢献度が増加する見込みである

部長の確認所見 安全安心な給食を提供するため、計画的な施設、調理機器の整備を図る。

今後の方向性

右の該当を選択 2

３年度の取り組み方針
安全安心な給食を提供するにあたり、新しい学校給食センターが整備されるまでの間、老朽化する施
設設備・調理機器等の計画的な改修・改善を行う

４年度以降の展開方針



Ｎｏ． 300

### ### ###

☑ １  直営 □ ２　一部委託 □ ３　全部委託 □ ４　補助金 □ ５　負担金

☑ １  自治事務（任意的事業） □ □

28 年度 ～ 年度

３０年度実績 100 ％

元年度実績 100 ％

２年度計画 - ％

２年度実績 100 ％

３年度計画 - ％

一般職員:人日数

技能職員:人日数

臨時職員:人日数

主な増減理由

元年度決算と２年度決算の比較 給食調理用抗菌まな板、給食配送用保冷剤の更新

２年度予算と３年度予算の比較 食中毒対策調理服の更新

総 事 業 費 計 550,868 524,999 593,500 593,010 543,500

人 件 費 総 額 95,000 95,000 93,500 93,500 93,500

人件費：人日数　

5 5 5 5 5

直 接 事 業 費 総 額 455,868 429,999 500,000 499,510 450,000

一般財源 455,868 429,999 500,000 499,510 450,000

地方債
財源内訳

国県支出金

その他

衛生用品等整備 455,868 429,999 500,000 499,510 450,000

直接事業費　 単位：円 ３０年度決算 元年度決算 ２年度予算 ２年度決算 ３年度予算

３ 年 度 計 画

衛生用品等整備 １式 １式 １式 １式 １式

細事業又は実施内容  目標値（年度） ３ ０ 年 度 実 績 元 年 度 実 績 ２ 年 度 計 画 ２ 年 度 実 績

達成状況

衛生用品や衛生器具等の更新により給食実施計画どおりの日数稼働を行う 達成状況

２　事 務 事 業 の 実 施 状 況 （ＤＯ）

到達目標
（根拠数式・数値又は文章）

単年度目標
（達成状況）

衛生用品や衛生器具等の更新により給食実施計画どおりの日数稼働を行った 達成状況

衛生用品や衛生器具等の更新により給食実施計画どおりの日数稼働を行った 達成状況

衛生用品や衛生器具等の更新により給食実施計画どおりの日数稼働を行う 達成状況

新型コロナウイルス感染症による学校休業等に適切に対応し、学校園の希望に添った給食を実施した

根拠法令・条例等 食品衛生法、学校給食法、赤穂市立学校給食センター設置条例

その他実施の根拠

始期・終期

手法（該当番号を記入） 1

意図（ねらい） 衛生管理にかかる器具等を更新することにより、安全安心な給食を提供する

実施の必要性
（該当番号を記入）

1 ２  自治事務（義務的事業） ３  法定受託事務

総合計画上の位置付け
112

対象 学校給食センター

手段（方法） 衛生製品や衛生器具等を年次的に更新する

１　事 務 事 業 の 内 容 （ＰＬＡＮ）

事務事業名称 食中毒対策事業 担当部署 学校給食センター

令和２年度　事務事業評価シート （市民サービス系）

投 資 臨 時 経 常



下の該当番号を記入

☑

□

下の該当番号を記入

☑

□

下の該当番号を記入

☑

□

下の該当番号を記入　※複数可 1

☑

□

□

1

☑

□

□

□

□

100 ％

1
☑

□

□

□

４　事務事業の見直し提案  一次（担当者）評価 （ＣＨＥＣＫ・ＡＣＴＩＯＮ）

５　二 次 評 価　　課 長 の 評 価 （ＣＨＥＣＫ・ＡＣＴＩＯＮ）

☑

□

□

□

部長の確認所見 安全安心な給食を提供するため、計画的な衛生用品、器具の整備を図る。

今後の方向性

右の該当を選択 2

３年度の取り組み方針 安全安心な給食を提供するにあたり、衛生用品及び器具の計画的な改修・改善を行う。

４年度以降の展開方針 新しい学校給食センターが整備されるまでの間、衛生用品及び器具の更新を計画的に行う

上位施策（総合計画の
施策の展開）への貢献度

下の該当番号を記入 1
１　当該事業の成果が上位施策へ明確に貢献している

２　上位施策の目的達成のために他の事業では代替できない単独の目標を持っている

３　現在は上位施策への貢献度は大きくないが、中長期では貢献度が増加する見込みである

４　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

関連部課等との協議状況

関連部課

今後の方向性

右の該当を選択 2

新しい学校給食センターが整備されるまでの間、衛生用品及び器具の更新を計画的に行う

４　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　 　　　　　　　　　　　　）

事務事業実施による
成果と課題

食品製造を行う施設であること、かつ、給食実施計画日数どおりの稼働を行うためにも計画的な整備が必要である

次年度予算への
見直し方針

新しい学校給食センターが整備されるまでの間、衛生用品及び器具の更新を計画的に行う

 ５　専門的な知識や技能を要する事業について、適切な研修を受ける時間が確保できている

有効性

目標達成度 理由等所見欄

上位施策（総合計画の施策の展開）への貢献度：下の該当番号を記入

１　当該事業の成果が上位施策へ明確に貢献している

２　上位施策の目的達成のために他の事業では代替できない単独の目標を持っている

３　現在は上位施策への貢献度は大きくないが、中長期では貢献度が増加する見込みである

執行体制の効率性

下の該当番号を記入　※複数可

理由等所見欄

 １　事業に関する事業改善、作業効率の向上に努めている

 ２　事業の進行管理について、確認やチェックを定期的に行っている

 ３　現在の定数を減らした場合、大きな影響がある

 ４　再任用、臨時職員で補完できる

□  ３　民間委託等で対応しうる可能性がある

事業費の効率性

理由等所見欄

 １　業務の見直し等により、経済性、効率性を考慮して総コストを削減できる余地がないほどのコスト水準になっている

 ２　外部委託や経済的な手段の選択等、できる限りコスト削減の工夫をしている

 ３　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

下の該当番号を記入

□  １　定型的、一般的、一時的な作業について、再任用、臨時職員等で対応しうる可能性がある

□  ２　個人、家庭、地域、他の公共団体等で対応しうる可能性がある

□  ４  個人、家庭、地域、他の公共団体等で実施すべき事業、あるいはサービス提供が可能な事業

□  ５　現在、市が実施しているが関与の必要性が低い事業、あるいは民間等でサービス提供している事業

手段の妥当性

1 理由等所見欄

１　法的に行政職員が行うべき事業、又は行政の専門知識・技術が必要な事業

２　他に有効な手段を考えうる事業 ⇒ ⇒⇒⇒⇒

□  １  公共性が高く、行政以外ではサービスの提供が困難な事業

□  ２　市民、他の自治体等でも条件整備によってサービスの提供が可能であるが、市が実施している事業

□  ３  公共性が高いが、行政以外の団体等でサービス提供している事業

２  受益者の範囲に検討余地あり

市の関与の妥当性

1 理由等所見欄

１　市が直接実施するように法律、法令等で義務づけられている

２　法律、法令等では義務づけられていない ⇒⇒ 下の該当番号を記入

連携事業

関連事業

対象の妥当性

1 理由等所見欄

１　受益者は妥当である

３　事 務 事 業 に 関 す る 自 己 診 断 (ＣＨＥＣＫ)

事務事業遂行上の課題 用品・器具の老朽化に伴い、計画的な更新が必要である

市民のニーズ ・ 満足度 学校給食提供に不可欠な施設であるため満足度は高い
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### ### ###

☑ １  直営 □ ２　一部委託 □ ３　全部委託 □ ４　補助金 □ ５　負担金

☑ １  自治事務（任意的事業） □ □

1 年度 ～ 年度

３０年度実績 ％

元年度実績 100 ％

２年度計画 - ％

２年度実績 100 ％

３年度計画 - ％

一般職員:人日数

技能職員:人日数

臨時職員:人日数

主な増減理由

元年度決算と２年度決算の比較 給食日数の減少

２年度予算と３年度予算の比較 給食日数の増加

総 事 業 費 計 0 15,205,740 17,423,662 14,094,522 18,274,000

人 件 費 総 額 0 380,000 374,000 374,000 374,000

人件費：人日数　

20 20 20 20

直 接 事 業 費 総 額 0 14,825,740 17,049,662 13,720,522 17,900,000

一般財源 9,667,740 17,049,662 13,720,522 17,900,000

地方債
財源内訳

国県支出金 5,158,000

その他

給食費補助 14,825,740 17,049,662 13,720,522 17,900,000

直接事業費　 単位：円 ３０年度決算 元年度決算 ２年度予算 ２年度決算 ３年度予算

３ 年 度 計 画

給食費補助 １式 １式 １式 １式

細事業又は実施内容  目標値（年度） ３ ０ 年 度 実 績 元 年 度 実 績 ２ 年 度 計 画 ２ 年 度 実 績

達成状況

認定対象者からの交付申請に基づき、給食費の補助を行う 達成状況

２　事 務 事 業 の 実 施 状 況 （ＤＯ）

到達目標
（根拠数式・数値又は文章）

単年度目標
（達成状況）

達成状況

認定対象者からの交付申請に基づき、給食費の補助を行った 達成状況

認定対象者からの交付申請に基づき、給食費の補助を行う 達成状況

認定対象者からの交付申請に基づき、給食費の補助を行った

根拠法令・条例等 赤穂市学校給食費補助金交付要綱

その他実施の根拠

始期・終期

手法（該当番号を記入） 1

意図（ねらい）
第３子以降の園児、児童及び生徒の学校給食費を負担する保護者に対して、給食費を補助することにより、子育て支援の推進を図
る

実施の必要性
（該当番号を記入）

1 ２  自治事務（義務的事業） ３  法定受託事務

総合計画上の位置付け
8

対象 第３子以降の園児、児童及び生徒の学校給食費を負担する保護者

手段（方法） 第３子以降の園児、児童及び生徒の学校給食費を負担する保護者に対して、給食費を補助する

１　事 務 事 業 の 内 容 （ＰＬＡＮ）

事務事業名称 学校給食補助金 担当部署 学校給食センター

令和２年度　事務事業評価シート （市民サービス系）

投 資 臨 時 経 常



下の該当番号を記入

☑

□

下の該当番号を記入

□

☑

下の該当番号を記入

☑

□

下の該当番号を記入　※複数可 1

☑

□

□

1

☑

□

□

□

□

100 ％

1
☑

□

□

□

４　事務事業の見直し提案  一次（担当者）評価 （ＣＨＥＣＫ・ＡＣＴＩＯＮ）

５　二 次 評 価　　課 長 の 評 価 （ＣＨＥＣＫ・ＡＣＴＩＯＮ）

☑

□

□

□

部長の確認所見 子育て支援の充実を図るため、対象範囲の拡大も検討しつつ、今後も継続実施する。

今後の方向性

右の該当を選択 2

３年度の取り組み方針 適切な認定及び補助の実施

４年度以降の展開方針 市長方針により対象範囲の拡大を検討しながら、今後も継続実施していく。

上位施策（総合計画の
施策の展開）への貢献度

下の該当番号を記入 1
１　当該事業の成果が上位施策へ明確に貢献している

２　上位施策の目的達成のために他の事業では代替できない単独の目標を持っている

３　現在は上位施策への貢献度は大きくないが、中長期では貢献度が増加する見込みである

４　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

関連部課等との協議状況

関連部課

今後の方向性

右の該当を選択 2

今後も継続実施としたい

４　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　 　　　　　　　　　　　　）

事務事業実施による
成果と課題

恒久的な財源の確保が必要であり、対象者の拡充が難しい。また、就学援助認定等による資格の精査が課題である

次年度予算への
見直し方針

対象者は現行通りとし、認定実績に基づき、適正な予算措置としたい

 ５　専門的な知識や技能を要する事業について、適切な研修を受ける時間が確保できている

有効性

目標達成度 理由等所見欄

上位施策（総合計画の施策の展開）への貢献度：下の該当番号を記入

１　当該事業の成果が上位施策へ明確に貢献している

２　上位施策の目的達成のために他の事業では代替できない単独の目標を持っている

３　現在は上位施策への貢献度は大きくないが、中長期では貢献度が増加する見込みである

執行体制の効率性

下の該当番号を記入　※複数可

理由等所見欄

 １　事業に関する事業改善、作業効率の向上に努めている

 ２　事業の進行管理について、確認やチェックを定期的に行っている

 ３　現在の定数を減らした場合、大きな影響がある

 ４　再任用、臨時職員で補完できる

□  ３　民間委託等で対応しうる可能性がある

事業費の効率性

理由等所見欄

 １　業務の見直し等により、経済性、効率性を考慮して総コストを削減できる余地がないほどのコスト水準になっている

 ２　外部委託や経済的な手段の選択等、できる限りコスト削減の工夫をしている

 ３　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

下の該当番号を記入

□  １　定型的、一般的、一時的な作業について、再任用、臨時職員等で対応しうる可能性がある

□  ２　個人、家庭、地域、他の公共団体等で対応しうる可能性がある

□  ４  個人、家庭、地域、他の公共団体等で実施すべき事業、あるいはサービス提供が可能な事業

□  ５　現在、市が実施しているが関与の必要性が低い事業、あるいは民間等でサービス提供している事業

手段の妥当性

1 理由等所見欄

１　法的に行政職員が行うべき事業、又は行政の専門知識・技術が必要な事業

２　他に有効な手段を考えうる事業 ⇒ ⇒⇒⇒⇒

☑  １  公共性が高く、行政以外ではサービスの提供が困難な事業

□  ２　市民、他の自治体等でも条件整備によってサービスの提供が可能であるが、市が実施している事業

□  ３  公共性が高いが、行政以外の団体等でサービス提供している事業

２  受益者の範囲に検討余地あり

市の関与の妥当性

2 理由等所見欄

１　市が直接実施するように法律、法令等で義務づけられている

２　法律、法令等では義務づけられていない ⇒⇒ 下の該当番号を記入 1

連携事業

関連事業 子育て世帯に対する経済的支援にかかる事業

対象の妥当性

1 理由等所見欄

１　受益者は妥当である

３　事 務 事 業 に 関 す る 自 己 診 断 (ＣＨＥＣＫ)

事務事業遂行上の課題 資格喪失等による精査を要する

市民のニーズ ・ 満足度 給食費が無償となるため満足度は高い


